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建設業における足場からの墜落防止措置の実施状況に係る調査結果について 

 

１ 趣旨・目的 

改正労働安全衛生規則（以下「省令」という。）に基づく足場からの墜落防止措置の確実

な履行や、安全衛生部長通達（※）で示した「手すり先行工法」をはじめとするより安全

な措置の一層の普及に資するため、その実施状況等について把握するとともに、問題が認

められる場合には指導を行うことにより、もって、建設業における足場からの墜落・転落

災害の更なる減少を図ることを目的とする。 

(※) 足場からの墜落・転落災害を防止するため、本年６月１日より省令を改正し、対策を強化していると

ころであり、これと併せて、「より安全な措置」として、「手すり先行工法」の採用等を通達（平成 21

年 4月 24日付け安全衛生部長名通達）で示し、指導を行っている。 

 

２ 調査対象 

  原則として、平成２１年１０月から平成２２年２月末までに都道府県労働局・労働基準

監督署の担当官が立入った建設現場のうち、高さ２メートル以上の足場が設置されていた

「５，０５６現場」について、当該現場に設置されている「主たる足場」を対象に調査を

実施した（対象現場の工事種別や足場の種類等の内訳については図－１から図－６のとお

り）。 

 

３ 調査結果 

  省令や安全衛生部長通達に定める足場からの墜落防止措置の実施状況や足場の点検の実

施状況、足場からの墜落・転落災害の発生状況等について実態調査を行った（図－７から

図－１７及び表－１、表－２）。調査結果の概要は以下のとおり。 

（１）省令に基づく墜落防止措置の実施状況について 

  ・ 調査対象のうち、省令の適用がない「一側足場」を除く足場が設置されていた現

場の約９２％において、省令に基づく墜落防止措置が実施されている（図－７）。 

 

（２）手すり先行工法の採用状況について 

ア 一側足場を除く足場全体について 

  ・ 対象現場のうち、省令の適用がない「一側足場」を除く足場が設置されていた

現場（４，８９２現場）の約３１％において、安全衛生部長通達で示した「手す

り先行工法」が採用されている（図－８）。 

・ 発注者別で見ると、「国」発注の工事では約６６％、「民間」発注の工事では約

１７％となっている（図－８）。 

・ 工事種類別では、「土木工事」が約４６％と最も高くなっており、「木建工事（低

層住宅工事）」が約１３％ともっとも低くなっている（図－１０）。 
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イ わく組足場について 

   ・ 対象現場のうち、「手すり先行工法」が主として適用される「わく組足場」が設

置されていた現場（３，２８９現場）の約４１％において、安全衛生部長通達で

示した「手すり先行工法」が採用されている（図－９）。 

・ 発注者別で見ると、「国」発注の工事では約８６％、「民間」発注の工事では約

２０％となっている（図－９）。 

・ 工事種類別では、「土木工事」が約６７％と最も高くなっており、「木建工事（低

層住宅工事）」が約２９％ともっとも低くなっている（図－１１）。 

 

（３）足場の点検の実施状況について 

  ア 作業開始前の点検について 

   ・ 対象現場（５，０５６現場）の約８１％（「一部未実施」も含めると約８７％）

において、省令に基づく「作業開始前点検」が実施されている（図－１２）。 

   ・ 点検の実施者について見ると、全体の約７７％が安全衛生部長通達で示した「職

長等」によって実施されている（図－１３）。 

イ 足場の組立・解体後の点検について 

・ 対象現場（５，０５６現場）の約８６％（「一部未実施」も含めると約９０％）

において、省令に基づく「組立・解体後の点検」が実施されている（図－１４）。 

   ・ 点検の実施者について見ると、全体の約５１％が安全衛生部長通達で示した「教

育を受けた作業主任者等」によって実施されている。なお、「第三者」による実施

は約１．６％となっている（図－１５）。 

   ・ 点検時における「チェックリスト」の活用状況について見ると、全体の約５７％

において安全衛生部長通達で示した「チェックリスト」を活用している（図－１

６）。 

   ・ 点検結果の記録・保存の状況について見ると、全体の約７９％において省令に

基づく記録・保存が実施されており、約５３％については部長通達で示した「チ

ェックリスト」が記録・保存に当たっても活用されている（図―１７）。 

 

（４）足場からの墜落・転落災害の発生状況について 

  ア 労働災害の発生状況 

   ・ 対象現場（５，０５６現場）における足場からの墜落・転落による労働災害（休

業４日以上）の発生状況について見ると、全体で６９人（うち、死亡３人）とな

っており、その内訳は、「通常作業時」が５２人（うち、死亡２人）、「組立・解体

時」が１７人（うち、死亡１人）となっている（表－１）。 

  イ 一人親方による災害の発生状況 

   ・ また、今回の調査において把握することができた「一人親方」による足場から

の墜落・転落による災害(休業４日以上)については、全体で４人となっており、

その内訳は、「通常作業時」が３人、「組立・解体時」が１人となっている。なお、

死亡災害は発生していない（表－２）。 
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４ 今後の対応について 

本調査の結果、改正労働安全衛生規則や安全衛生部長通達に基づく足場からの墜落防止

措置の普及が着実に進んでいることが明らかになったが、「改正労働安全衛生規則に基づく

墜落防止措置」や「足場の点検の実施」、「点検結果の記録・保存」などの省令に基づく措

置が一部の現場においてが不十分なものが見られたため、これらの措置の徹底を図るとと

もに、安全衛生部長通達に基づく「より安全な措置」の更なる普及に努めることとする。 


